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大東ガスパートナー株式会社 （単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産 40,036 流動負債 55,778 

　　現金及び預金 18,250 　　買掛金 31,190 

　　売掛金 9,380 　　リース債務 3 

　　未収入金及び未収収益 5,714 　　未払金及び未払費用 19,615 

　　製商品及び仕掛品 5,631 　　未払法人税等 180 

　　原材料及び貯蔵品 79 　　賞与引当金 4,501 

　　その他 980 　　その他 287 

固定資産 213,214 固定負債 248,262 

　有形固定資産 213,004 　　長期借入金 236,166 

　　建物及び構築物 202,473 　　リース債務 8,511 

　　工具器具備品 80 　　退職給付引当金 304 

　　リース資産 10,450 　　資産除去債務 3,279 

　投資その他の資産 210 負 債 合 計 304,040 

　　差入保証金 210 （ 純 資 産 の 部 ）

株主資本 50,789  △         

　資本金 40,000 

　利益剰余金 90,789  △         

　　その他利益剰余金 90,789  △          

　　　繰越利益剰余金 90,789  △          

純 資 産 合 計 50,789  △         

資 産 合 計 253,250 負債・純資産合計 253,250 

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
（平成31年3月31日現在）



個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　　 ① たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　商品　　　　　　　　　最終仕入原価法による低価法

　　　　　仕掛品　　　　　　　　個別法による原価法

　　　　　貯蔵品　　　　　　　　個別法による原価法

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　　 ① 有形固定資産　　　　　　定率法

　　　　（リース資産を除く）　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

　　　　　　　　　　　　　　　　ついては、定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　建物　　　　　　　　　　　15年

　　　　　　　　　　　　　　　　　工具器具備品　　　　　　　６年

　　 ② リース資産　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

　　　　　　　　　　　　　　　　おります。

　(3) 引当金の計上基準

　　 ① 賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額を計上しておりま

　　　　　　　　　　　　　　　　す。

　　 ② 退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

　　　　　　　　　　　　　　　　務（及び年金資産）の見込額に基づき計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度における発生時の従業員の平均残

　　　　　　　　　　　　　　　　存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定率法により按分した

　　　　　　　　　　　　　　　　額を、発生した事業年度から損益処理しております。

　(4) 収益及び費用の計上基準

　　 ① ガス事業売上高　　　　　　　　検針基準

　　 ② 完成工事高及び完成工事原価　　工事完成基準

　(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　 ① 消費税等の会計処理　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　 ② 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

２．当期純損益金額

　　 当期純損失　　　　　　 　　21,843千円


